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1.  はじめに
社会のボーダレス化が進み、日本から世界中のあら
ゆるところへ、また世界のあらゆるところから日本へ
と、物も人も企業も移動するようになった。そのよう
な中で近年「改革解放」を掲げる中国と日本との関わ
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異文化環境に適応する人材に求められるもの
～日中合弁企業における社員研修の事例から～
茂 住 和 世＊
外国人が日本という異文化環境において働く上で身に付けなければならない知識や能力は何なのか。
日中合弁企業の中国人SEに対する社員研修についての調査結果と日本におけるビジネス日本語教育との
比較により、語学力については「話す」「聞く」というコミュニケーション能力、学習者の業務内容に
特有の日本語を学ぶ必要性が明らかになった。それは日本でのOJT研修を終えて帰国した社員からの聞
き取り調査で話された内容と一致した。さらに意思疎通に支障が出た場合の対処のための問題解決スト
ラテジーの重要性も彼らの回答から窺われた。また、日本のビジネス社会の特徴として、品質標準化要
求、細かな進捗管理方法、協調的な進め方、長時間勤務、業務内容の指示の非明示性が指摘された。彼
ら自身も日本人との親密なコミュニケーションの大切さを強調していた。以上のことから外国人の人材
育成にはコミュニケーション技能およびソーシャルスキルを重点的に教える必要があることがわかっ
た。
キーワード：異文化，社員研修，日本人社会，語学力，現場体験
A Study of Emproyees Adaptable to an Intercultural Environment: Examined
Through a Case Study of Staff Training in a Chinese-Japanese Joint Venture
Kazuyo MOZUMI
When foreigners work in Japan, what kind of knowledge and ability do they need to acquire? By
comparing business-Japanese education in Japan with staff training in a Chinese-Japanese joint
venture, it becomes clear that they are required to learn communication skills, especially speaking
and listening, as well as specific Japanese terms for business use. This is consistent with results of
interviews of Chinese staff who underwent OJT（on-the-job-training）in Japan. The results also
suggest that trouble-shooting strategy is important when one cannot communicate well in Japanese.
Also noted, were features of Japanese business society: a requirement for standardization of quality,
close progress control, co-operation between co-workers, long working hours, and a lack of a clearly
expressed business direction. These, in turn, demonstrate the importance of close communication
with Japanese people. It thus becomes clear that communication skills and social skills should be
taught concentrically to increase the adaptability of foreigners working in Japan.
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りは以前にもまして密接になっている。日本にいる外
国人留学生のうち61.3％は中国からの留学生であり
（2002年時点）注１）、日本企業の中国への進出も加速度的
に増加している。それは、距離的な近さや経済的魅力
があるからであるが、もう一つ心理的理由として、同
じ東洋系の顔を持ち、箸で食事をし、同じ漢字を使う
国であるという、安心感・親近感がお互いにあるから
なのではないだろうか。欧米人に比べ中国人と日本人
は隣人同士だという安易な気持ちで相手の国へ赴き、
そして失望したり、早々に帰国したりするケースも数
多い。最近日本では『中国人との付き合い方』のよう
な本が数多く出版されるようになった。日本人にとっ
て中国も異文化であることを改めて示し、日本人が中
国で中国人相手にビジネスを展開する上で留意すべき
ことや経験を書き綴った出版物が出されるようになっ
た。同様に、中国人が日本へ来て日本人を相手にビジ
ネス等を行なうケースでも、日本という異文化におい
て摩擦を起こさずに行動できる中国人であることが求
められる。そのような人材に必要とされるのはどのよ
うな知識・能力なのだろうか。
海外へと派遣される者はまず一般的に当地の言語を
学ぶ。そしてある程度の語学力が身に付けば、あとは
現地で自ら体験して学べばいいという方針で送り出さ
れることが多い。では、「ある程度の語学力」とは一
体どのような語学力なのか。また、現地で学べと言わ
れるものとは一体何を指すのか。本稿ではそのような
２つの側面から、外国人（中国人）が日本という異文
化環境に適応する人材となるにあたって何を身に付け
る必要があるのかを考える。本研究は、SCSという日
中合弁企業における中国人SE（システムエンジニア）
に対する社員研修についての調査結果に基づく事例研
究である。その調査結果から、まず当該企業の社員に
対する日本語研修を日本国内におけるビジネス日本語
教育と比べて異なる点を洗い出し、研修を受けて日本
に来た社員たちの直面した言語運用上の問題と合わ
せ、外国人（中国人）が日本で働く上で特に習得して
おくべき日本語力を明らかにする。また、彼らが日本
企業で働く中で適応し、学んだものは何であったのか
も、社員に対する聞き取り調査から明らかにする。な
お、SCS東京支社へは2001年12月に、上海本社へは
2002年２月に訪問し、社員に対する聞き取り調査や実
際の教育現場の視察や指導教員へのインタビューを行
なった。
2.  SCSという企業
関（1997）によると、日本企業の中国進出は1980年
代中頃までは日中友好型、その後は「安くて豊富な労
働力」を求めての進出に加え、90年代に入ると、発展
する「中国市場」及び「中国の頭脳」に関心を抱いて
の進出も目立つようになってきたという。そのような
「頭脳」を大量に抱えているのが中国の大学－とくに
国家重点大学に指定された９大学注２）である。中国側
はこれらの大学に特別の国家予算を配分して科学技術
力の発展を牽引している。また、中国の大学は日本に
先駆けて法人化され、それにより「校弁企業」と呼ば
れる、大学が経営する企業が生まれ、一気に産学連携
による経済活動が活発化した。
このような流れの中で、上海中和軟件有限公司
（Shanghai Chuwa Software Co.,Ltd  以下SCS）は
1991年JAIDO（日本国際協力機構）注３）と復旦大学科学
技術開発公司注４）との間で合弁会社として設立された。
上海に本社、東京に支社を置き、現在約130名（うち、
日本人は東京支社の４名のみ）の社員を抱える。会社
設立の目的は「上海市において、日本向けコンピュー
タ・ソフトウエアを開発・生産して対日輸出し、外貨
獲得型企業として育成、併せて最新のソフトウエア開
発技術の移転を図り、日中友好に資する」となってい
る。上海本社の開発環境は完全日本語環境であり、日
本企業からの新規開発受託に対しても、通訳・翻訳を
挟まずに完全日本語仕様での開発をすることができ
る。それを可能にしているのが、日本語が出来、また
日本の商慣習や業務知識も兼ね備えた中国人技術者た
ちである。
彼らは入社後１年間日本語の研修を受け、その後日
本で５～６年働いた経験を持つSEである。そのため、
日本語によるコミュニケーションには不自由しないば
かりでなく、システム作りからマニュアルの作成まで、
発注側の日本企業と直接やり取りをしながらすべてを
日本語で遂行することができる。それには単に語学力
が高いということだけではなく、日本的思考・発想を
充分に理解し、顧客（日本企業）のニーズに応えられ
ることが求められる。SCSの総経理（日本の社長に当
たる役職）は、「SCSの中核は単に高い技術力を持った
SEではなく『中国的思考・中国的進め方をしない中国
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人技術者』であることが必須条件であり、それを育て
るためにはこの長期にわたる人材育成プログラムが不
可欠だ」と述べている。そして日本企業での数年の研
修を終え、上海に戻ってきた彼らを「純米大吟醸」と
呼び、帰国後はプロジェクトリーダーとして会社の中
核業務を担わせている。
3.  SCSにおける人材育成の実際
3-1 人材育成のプロセス
SCSが育成しようとしている人材は、日本語で文書
もソフトウエアも開発できるSEである。採用は当初は
復旦大学の理工系学部からの新卒者を、1996年からは
復旦大以外の上海市内の有名大学（上海大、同済大、
上海交通大、華東師範大）からも採っている。応募者
は書類審査の後、英語・プログラマー適性テスト・面
接により採用が決定されるが、日本語は全く未修得の
状態で入社する。
その後の社員研修は大きく２つの過程に分けられ
る。第１段階は入社後１年間の日本語研修であり、こ
れは上海本社で中国人教師によって指導される。この
段階をクリアした後は日本に渡り、日本企業の中で
OJT研修を受ける。１つの企業には若干名、時にはた
った１名のみで送り込まれ、３年以上もの長い期間、
日本人上司及び同僚らとともに仕事をしながらソフト
ウエア開発についての指導を受ける。
入社後１年間の上海本社における日本語研修の間は
給料をもらいながらも一般業務には一切就かず、20名
程度のクラスに分かれて毎日午前午後を通して日本語
の学習を続けることが求められる。もしこの１年の間
に途中退職する場合は違約金を支払わねばならない。
また、この１年間で日本語能力試験２級程度の日本
語注５）を学習することになっている。しかし、この１
年の日本語研修を終えても充分な日本語力が身に付か
なかった社員には日本での研修のチャンスは与えられ
ず、上海に残って他の業務に就くことになっている。
そして日本語研修を終えた社員は東京支社に転勤
し、日本での「在職培訓」業務に従事する。「在職培
訓」とは、SCSと業務契約を結んだ日本のソフトウエ
ア開発企業数社にこれらの新人社員が分散して技術の
獲得のため研修を受ける仕組みである。即ち、給与や
通勤費等はSCSが支払うものの、それぞれの会社の日
本人新入社員と同等の扱いで働かせてもらうのであ
る。これは海外技術者研修注６）とは異なり、一般的な
日本人と同等の給与が支払われる。在留資格は＜就
労＞であり、１年毎にビザの延長が可能である。よっ
て「在職培訓」の基本年限（２年９ヶ月）を過ぎても、
本人の希望等によりさらに研修を継続することがで
き、実際は５～６年の経験を積み、その後上海本社へ
帰り、SCSとして受注したソフトウエア開発業務にSE
として携わることになる。
以上のことからSCSにおける人材育成の特徴は①中
途採用ではなく新卒者を②日本語及び日本経験がゼロ
の者を③初めての社会人としての経験を中国ではなく
日本で経験させる、というものであることがわかる。
このようにして上海本社に帰任した社員は現在20数名
おり、開発業務の中核を担っている。日本での在職培
訓により、日本語の実力、技術の修得とともに日本の
企業文化、日本人気質、商慣習等をも体得するため、
発注先の日本企業からの要求に十分応えることができ
るのである。
3-2 新入社員に対する日本語研修カリキュラム
SCSにおいて始めの１年をかけて行われる研修はお
よそ900時間の日本語の学習の他に、日本事情の講義、
到達度試験、赴日前集中講義としての一般新入社員研
修及びコンピューター研修を合わせ計1400時間に上
る。集中講義以外の指導はすべて復旦大学の日本語教
員が担当し、精読、範読（速読）、ヒヤリング、会話、
日本概況（日本事情）という科目を教えている。教授
内容は復旦大日語日文科の学生が２年間かけて学ぶも
のに相当する。つまり、非常にインテンシブな教育が
行なわれているということになる。
授業の中心は「精読」である。これは、語彙・文
法・表現などをテキストの本文の精読を通じて総合的
に学習するもので、通常毎日１コマ行われている。テ
キストは上海外国語大学編『新編日語』１～４である。
範読（速読）は中国人民教育社と日本の光村図書（株）
との合作の『中日交流標準日本語』全４冊のうち、初
級の下巻と中級の上巻の２冊を用いている。ヒヤリン
グには決まった教材はなく、『ヤンさんと日本の人々』
という日本語教育用ビデオやその他の市販の副教材を
担当教員が適宜選んで用いている。日本概況（日本事
情）はSCS用のオリジナル教材がコピー教材として作
成され、日本の行政区、自然環境、歴史、宗教、政治、
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経済、企業、産業、社会生活についての基礎知識を学
ぶものであるが、これは後期に週２コマの講義として
行なわれている。
このようにSCSで行われている日本語研修は、「日本
語」を専門とする大学教員による指導の下、１年をか
けてフルタイムで教育が行なわれるものである。有名
大学出身者のみを採るので学力的にもほぼ均質であ
り注７）、他の業務をしながらの時間外研修ではないため
新人社員は日本語の学習に専念することができ、１年
後は日本へ行くと決まっているのでインセンティブも
非常に高い。このような要素がゼロ初級から日本語能
力試験２級レベルまでというインテンシブな教育を可
能にしている。しかし、その内容は基礎的な日本語力
を付けさせることを目標としており、復旦大学日語日
文科の本科生向けのカリキュラムをそのまま圧縮した
ものと言える。つまり、ビジネスピープルを対象とし
た日本語のコース－日本への転属後日本企業で支障な
く働けることを学習目標として設定されたコースデザ
インではない。
4.  SCSの日本語研修に対する「ビジネス日本語」
という観点からの検討
4-1 目標言語上の異なり
「ビジネス日本語」とは日本企業や在日の外資系企
業、また日本企業と取引をしようとする外国企業で働
く外国人のための日本語教育である。その内容は「仕
事場で行われる職務に関係したコミュニケーションの
ための日本語（池田2001）」であり、その到達目標は
「自分の仕事の概ね（理想としてはすべて）を日本語
で執り行えるようになること（松井1993）」である。
自分の仕事について日本語で説明する、会議で質問す
る、新聞雑誌テレビ等から情報を得る、取引相手と交
渉する等々、幅広い言語活動を視野に入れた教育と言
える。
一方、中国の大学を始めとする高等教育機関で行わ
れている専門教育としての日本語教育は外国語教育の
一つとしての日本語教育であり、卒業生の多くは通訳
や翻訳業務に携わる。復旦大学日語日文科の学科目標
も「外向、貿易、文化、新聞、出版、教育、科学研究、
観光等の部門において、翻訳、研究、教授、管理業務
に従事することのできるハイレベルかつ専門的な日本
語を身につけた人材を養成する」（茂住2003）となっ
ており、日本語という言語についての理論的な教育で
はなく、日本語の運用能力を身につけることを目標と
する、実用本位の教育である。SCSで行われている日
本語研修は、前述した通り、この復旦大学日語日文科
コースの縮小版である。
このようなSCSの日本語教育とビジネス日本語の教
育を比べてみると、その学習対象としての日本語には
下記のような違いが見られる。
まず、ビジネス日本語の分野で必要とされる日本語
学習は①どのビジネス分野にも共通の部分、つまり日
本のビジネス社会で好ましい人間関係を保つための待
遇表現、話の運び方などを学ぶこと、②学習者が担当
する業種、業務における特有な専門語彙、言い回し、
表現を学ぶことという２つの側面を持つ（松井1993）。
SCSの日本語の研修は前者の部分の基礎的部分は十分
カバーしているが、日本のビジネス社会でのコミュニ
ケーションを円滑に進めるための日本語の教育は含ま
れていない。これは中国の大学の外国語教育としての
日本語教育には元々組み込まれていない側面であるた
め、その圧縮カリキュラムであるSCSのコースにこの
部分がないのは当然である。これは赴日前集中講義と
して与えられる新入社員研修とは内容を異にする注８）。
ビジネス日本語教育で求められるコミュニケーション
教育とはあくまでも外国人にとっての日本語の学習で
あり、依頼や断りのストラテジー（方略）や、相手や
状況に合わせた適切な表現を多くの言語表現の中から
選んで使うことを学ぶものである。定型表現としての
電話の応対などはその一部に過ぎない。
また、学習者の業務内容に特有の日本語の学習とい
うのも、SCSの日本語研修に全く含まれていないもの
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である。SCSの社員は全員ソフトウエア開発企業に配
属されるのであるから、IT産業に携わる者にとっての
基礎用語から、ソフト開発特有の日本語、またその業
界だけで通じる社会言語などを学ぶことが求められ
る。しかし、インタビューによるとSCS側はこの部分
に関しては日本でのOJTトレーニング中にすぐに身に
つくものだから、あえて教える必要はない、というス
タンスであった。
SCSの日本語研修の目標を「日本のソフトウエア企
業で日本語で仕事を進められるようになること」と考
えた場合、獲得すべき目標言語はどんなビジネス分野
にも共通している、ビジネス社会でのコミュニケーシ
ョンを学ぶ部分、及びソフトウエア開発分野で働く人
の用いている専門用語や特有な表現に関する部分であ
ると言える。しかし、実際の研修においては、前者の
うちの基礎的部分がカバーされているに過ぎず、後者
はまったく教えられていない。また、使用されている
テキストの内容から、インテンシブなビジネス日本語
コースならあえて学ぶ必要のないもの（例：「鑑真」
について、「イソップ物語」を読む）があることも明
らかになった。
4-2 テキストの異なり
3-2で述べたように、SCSのコースで使用されている
テキストは、中国の大学の外国語教育用に書かれたも
のである。現在中国において出版されている日本語学
習用のテキストの中で、大学教育のために使えるもの
はこの３種類しかないと復旦大の教員は述べている。
また、ビジネス日本語を体系付けて中級レベルまで学
べるテキストは中国ではまだ出版されていない。
このような事情からテキストの選択を評価すること
は意味がないが、ここではこれらのテキストの構造と、
日本で出版されているビジネス日本語のテキストの構
造とでは何が違うのか、またそのことにより、日本語
学習にどのような影響が出るのかを考えてみる。
4-2-1 シラバスデザインの異なり
テキストの比較においてまずそのテキストがどのよ
うなシラバスデザインに基づいて作られているのかを
見る必要がある。目標言語の多様化により現在様々な
シラバスデザインによるテキストが生まれているが、
田中（1988）が紹介している主なシラバスデザインは
１）構造シラバス、２）場面シラバス、３）機能シラ
バスである。構造シラバスは文型・文法項目と語彙を
元にしたシラバスで、現在の日本語教育において最も
標準的に採用されているものである。基礎的文型及び
文法項目、語彙などを一応もれなく教育でき、基礎的
なものから複雑なものへと配列することで文法的難易
度と学習の難易度とがほぼ並行して進むものである。
一方、場面シラバスは学習者がコミュニケーションし
なければならない場面で使用される日本語を、場面を
中心に取り出して教えるというもので、例えば「あい
さつ」「郵便局で」「電話」というような学習者にとっ
て必要と思われる場面を中心に学習するものである。
また、機能シラバスは言語コミュニケーション上の働
きに注目してシラバスを組み立てたもので、例えば
「相談する」「指示する」「助言する」という機能に基
づく様々な表現を教えるものである。
下記の表はSCSで用いられているテキスト（A～C）
と、日本で出版されているビジネス日本語のテキスト
のうち主なもの（D～G）の依拠するシラバスデザイ
ンの比較である。
SCSの日本語研修約900時間のうち、A及びBのテキ
ストを用いた学習時間は全体の56％に当たり、この時
間が構造シラバスに基づく教育が展開されている学習
時間ということになる。このシラバスは実際のコミュ
ニケーションがすぐにできるようにはならないのが欠
点であると田中（1988）も指摘している。一方、D～
Gのテキストはいずれも初級後半または中級学習者を
対象としたものだが、場面あるいは機能シラバスに基
づいて作られており、「来客の応対」「取引先を訪問す
る」などの実際のビジネス場面や、「頼む」「断る」な
どの状況を設定してそこで展開される日本語表現を学
習するようになっている。SCSで使われているCのテ
キストも場面シラバスに基づくものだが、そこで設定
されている場面は「一日の生活」「買い物」のような
一般的な場面ばかりで、ビジネス場面はまったくない。
また、提示されている会話文も丁寧体（デス・マス体）
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A 
B 
C 
D 
E 
F 
G
テキスト記号 テキスト名 シラバスデザイン 対象レベル 
構造 
構造 
場面 
機能 
場面 
場面 
機能 
初級～中級 
初級～中級 
初級 
初中級 
中級 
初級後半 
中級 
注9） 
注10） 
注11） 
注12） 
新編日語 
中日交流 標準日語 
日語会話 
ビジネスのための日本語 
JETROビジネス日本語会話　課長 
日本語でビジネス会話－生活とビジネス 
日本語でビジネス会話－中級編 
によるもののみで、親しい者同士の普通体（ダ体）を
用いた会話や目上の人との敬語を用いた会話について
は全く提示されていない。さらに、このテキストを用
いた学習時間もSCSのコース全体の17.6％に過ぎない。
このようなテキストのシラバスデザインの異なりは
SCSでの日本語学習者が、文法や語彙についてはもれ
なく学習し、日本語能力試験２級程度までの日本語が
インプットされる一方で、様々なコミュニケーション
場面で必要かつ適切な表現が思うように使えないとい
う、応用力の弱さを招く。特に、書き言葉はあとから
何度も書き直すことができるが、一度口にしてしまっ
た話し言葉は元に戻すことができない。また、書き言
葉は書く前に十分考えることができるが、話し言葉は
相手からの話し掛けにすぐに応答しなければならな
い。このような話し言葉の訓練のために場面シラバス
及び機能シラバスは非常に有効であるが、現在のSCS
のコースではそのようなシラバスが用いられたテキス
トが活用できないため、日本語での対人コミュニケー
ション力は充分に習得できないことが予測される。
4-2-2 テキストの各課の構成内容の異なり
前項で見たように、SCSのコ－スのメインテキスト
は構造シラバスに基づくものであり、ビジネス日本語
のテキストでよく用いられている場面あるいは機能シ
ラバスとは異なるものであった。したがって、テキス
ト各課の構成内容も当然異なったものになっている。
ここでは各課の構成内容を比較し、ビジネス日本語の
テキストの学習形態として特有なものは何か、またそ
の差は学習者の日本語習得にどのように関係するのか
について考えてみる。
前項で示したテキストのうち、SCSのメインテキス
トであるテキストAと、機能シラバスであるテキスト
D、場面シラバスであるテキストEを比べてみること
にする。
【テキストAの各課の構成】本文／会話／単語／言葉と
表現／応用文／単語／練習
【テキストDの各課の構成】STAGE１（会話／練習／
ロールプレイ）STAGE２（ヒヤリング）
STAGE３（復習／ロールプレイ）STAGE４（応用
場面）／読み物
【テキストEの各課の構成】Scene（会話）／Notes
（解説）／Quiz＆Tips（練習問題＆日本でのビジネ
ス事情の解説）／CoffeeBreak（人間関係やビジネ
ス関係構築のための情報）
３冊を比較してみると、本文や会話を提示し、そこ
に現れた語彙・表現・文法について解説を加え、練習
するという形態は共通している。テキストD・Eにあ
り、テキストAにはない学習形態としては、「ロールプ
レイ」「ヒヤリング」「情報的読み物」が挙げられる。
このうちヒヤリングはSCSのコースにおいて（使用テ
キストは特定されていないが）聴解の時間が週４コマ
設けられている。しかし、日本国内にいながら日本語
学習をする場合はともかく、まったく日本語を耳にす
ることのない海外の環境においては週４コマのみの訓
練では決して十分とは言えない。
ロールプレイとは、役割（ロール）を指定したカー
ドを配り、２人でペアになってその指示に従って会話
をするという練習である。学習者はその役割を果たす
ため、どのように会話を始め、進め、終わらせるか、
またどのような語彙や文型を用いればいいかなどすべ
ての言語表現を自分で考えねばならない。また、同じ
ような場面であっても、上司と部下、親しい者同士と
いう丁寧さの異なるレベルの会話も練習することがで
きるものである。このロールプレイという活動がSCS
のコースで行われていないことからも、学習者の話し
言葉のスキルを高める練習が不足していることは明ら
かである。
「情報的読み物」とは、日本でのビジネス事情や人
間関係構築に関するコラム記事である。これらがテキ
ストにないことは、学習者の日本語習得とは直接関係
はない。テキストDやEにおいてもこの部分は英語で
書かれており、言語学習というよりもその内容を理解
するためのものである。（時間があればそれをもとに
クラス内でディスカッションをするなど発展的に利用
することもできる）。しかし、日本語研修の後、日本
の企業で働くことが決まっている彼らにとって、この
ような情報は興味を持って読まれるものであろう。こ
れについてはおそらく既に中国語で書かれた出版物が
存在しているはずなので、それを学習者に与え、クラ
ス授業の際に時間に余裕があればそれについて話し合
うなどすることで補うこともできる。
4-3 授業の実際から観察されたこと
筆者はSCS本社を訪問した際に、実際の日本語の授
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業の見学を許可していただき、精読とヒヤリングとい
う２コマの授業を教室の中に入って観察する機会を得
た。授業を見学して感心したのは担当教員の日本語の
正確さ、教授言語のほとんどを日本語で行なっている
こと、一つの語彙・表現と関連して提示する日本語表
現の豊富さ、また授業の合間に挿入する日本について
の話題の新鮮さなど、復旦大の日本語教員のレベルの
高さである。このハイレベルな教員たちだからこそ、
SCSのインテンシブな日本語コースの運営が可能なの
だということがよくわかった。
ここではあらためて現行の授業の実際をビジネス日
本語の教育という観点から検討してみる。これまで見
てきたようにSCSの日本語研修は目標言語の面から見
てもテキストの面から見ても学習者のコミュニケーシ
ョン能力－特に会話力をつけるための教育面が弱かっ
た。さらに授業運営においてもそのような面が認めら
れた。即ち、授業時間のほとんどは教員が話しており、
学習者からの発話を促すことが非常に少なかった。ま
た、学習者を指名して要求する発話もごく短い文や単
語レベルでの応答、または文章の音読をさせるに過ぎ
なかった。教員側からの発話は中国語より日本語の方
が量的にずっと多いものであり、学習者への日本語の
インプットはかなり与えられているが、彼らの日本語
によるアウトプットが非常に少ないと感じられた。
これは一つには教員側の指導方針によるものであ
る。指導教員たちは、学習者の日本語表現力が乏しい
ことを充分認識しているが、「普段、日本語を聞くチ
ャンスはないのだから、学習者からの発話を求める、
口頭での練習の機会を与える間を惜しんで授業中はで
きるだけ日本語を聞かせようと考えた」と教員側は述
べている。
授業時間のほとんどを教員が話しているという実態
の裏にはもう一つ、中国の伝統的学習スタイルの影響
もあると思われる。一般に中国の学校において教師の
立場は絶対である。特に大学の教師は厳格で、学生は
教師の前では敬意を払った行動をとる。（筆者も実際
に大学の学生食堂において、食事中に教員から声をか
けられた学生が、箸を置いて立ち上がって挨拶するの
を見た。日本の大学ではもはやほとんど見かけなくな
った光景である。）したがって、授業中は教師の話す
ことを静かに聞いているというのが通常の授業スタイ
ルであり、学生が求められてもいないのに声を出すこ
とはない。このような中国の教育文化があるため、語
学教育の現場であっても、学習者からの発話量が著し
く少ないのだと考えられる。
また、担当教員たちは日本語の専門家ではあるが、
実際に日本人とビジネスしたり、日本の会社で働いた
経験はない。ただ、日本で生活した経験はあるので、
そこで見知った知識や体験を様々な形で紹介すること
はでき、実際に見学した２コマの授業の中でも適宜学
習者の興味を引きそうな話題を提供していた。しかし、
ビジネス事情に関する話題を提供することはほとんど
なかった。
5.  帰国社員に対する聞き取り調査の結果と考察
筆者は、日本での「在職培訓」期間を終えて上海に
帰任し、上海本社において現在プロジェクトリーダー
として活躍しているSE 6名に対する聞き取り調査を行な
った。回答者のプロフィールは下記の表の通りである。
以下はその調査において彼らが発言した内容をまとめ
たものである。
5-1 在職培訓当初に感じた困難点
１年をかけて日本語を詰め込まれた彼らは、実際に
日本へ来た時にすんなりと新しい生活を始めることが
できたのか。何か支障を感じたことはなかったのか。
来日当時のことを思い出してもらい、その時「もう
少し中国にいる間に勉強しておけば良かった」と思え
ることは何かを聞いてみたところ下記のような回答が
あった。
・「一番直接感じたのはやっぱりヒヤリングと会話
の能力。だから毎日ニュースだけ聞いたり見たり。
半年間でやっと追いついた感じ」（回答者A）
・「来日時の日本語レベルは日常会話なら問題なか
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った。しかし会社の中での仕事の話になるとちょ
っとレベルが足りないと思った。」「会社に入って
まず面接があるんです。大体６割くらいは聞き取
れたけどあとは分からなかった。」「そのあともい
ろいろ私が聞き取れたと思っても実は理解が違っ
ていたことが後でわかる。その当時は本当にわか
らなければ聞くけど、自分からはなるべくしゃべ
らないようにして、知っている言葉だけ少し話す
程度だった」（回答者B）
・「やはり私にとっては文法。周りの人の話のスピ
ードが速いので自分もあまり考えずに話すため、
文法を意識して話すことができなかった。」「最初
はやっぱり日本語が難しくてちゃんと自分の意思
を表すことは難しかったです。始めの３ヶ月が一
番大変でした。仕事を受けても、これがどういう
仕事なのかよくわからなかった時もあります。」
（回答者C）
・「カタカナですね。今コンピュータの世界でカタ
カナがよく使われますから、その部分は足りない
と思いました。日本の漢字とかは何とか見てわか
るんですが、外来語のカタカナは最初は見るだけ
で嫌だった。」（回答者D）
・「コンピュータのことが充分に勉強できていなか
ったのがちょっと・・・。日本にいる時、日本の
情報試験のための勉強をして、それで日本語の専
門名詞などを学びました。」（回答者E）
このようにSCSの日本語研修を受けて日本に赴いた
新人社員たちが最初に力不足を感じるのは、ヒヤリン
グ、仕事関係の会話、コンピュータ用語であったこと
がわかった。これらは前章において検討してきた、
SCSの日本語研修において欠けている部分が結果とし
て如実に反映されたものであると言える。
また、回答者BCの発言からはコミュニケーション
上の問題が生じた際の戸惑いと、問題を解決せずに回
避してしまった様子が窺われる。これはコミュニケー
ション過程で問題に遭遇した場合の対処の仕方－つま
り問題解決のためのストラテジーが彼らに備わってい
なかったことの現われである。清（1995）は外国人ビ
ジネスマンへのインタビュー調査から「現在のビジネ
ス日本語教育は覚え込みのためのものが多く、学習者
自らが問題点を意識し、問題解決をしていくようなも
のが不足している」ことを指摘している。これはビジ
ネス日本語の教材自体「学習者に彼らが予測していな
いような（教室で経験していないような）状況に対応
出来る能力を身につけさせるようにはデザインされて
いない（池田2001）」ことに加え、教授者側もテキス
トに載っているものをそのまま教えて練習をさせるこ
とに止まっているからでもある。日本語によるコミュ
ニケーション上のつまずきを日本語で解決していくと
いうストラテジー能力の指導方法は日本においてもま
だ確立されてはいないが、帰国社員からの発言はこの
能力の養成の重要性を示唆するものである。
5-2 在職培訓で学んだ日本のビジネス
日本語やコンピューターの技術に関する面以外に彼
らが日本で働いていた在職培訓期間中学んだものはど
んなことだったのか。聞き取り調査中、在日中の出来
事などを語ってもらった中から、日本人の仕事の進め
方や考え方について述べられた意見を下記に示す。
・「日本語とコンピュータができれば日本の仕事が
やれるかというとそうではない。必要なのは日本
の文化の理解。日本の企業文化とか、品質度の理
解とか、コミュニケーションの手法とか、進捗管
理の方法とか。それは全部中国と違います。例え
ばラジカセの場合、中国では録音ができて放送が
聞ければそれでOK。でも日本は、この機械の内
部も細かく見て、誰が見てもわかるような標準化
された物を作ろうとする。中国は内部がどうであ
ろうと関係ない。要求された機能が満たされれば
それでいいという考えで顧客側もそれで構わな
い」（回答者A）
・「日本人はまじめで細かい。仕事の成果を目で見
える形で確認しようとするやり方はうまいと思
う。中国はそこまでチェックするようなことはな
い。」「一つの仕事の流れの中で出された指示が確
実に実行されているかどうか、日本はある時点で
ミーティングするとか、報告をするとかというル
ールがあるから確認漏れが少ない。中国では上の
者が下の者を確認していても、結果は違ったもの
になってしまうことがよくあり、全体を確認しな
がら進めていくというルールがない。」（回答者B）
・「日本のシステムの流れと中国のシステムの流れ
は違う。日本の方は品質管理や工程管理とかがき
ちんとしている。中国は技術と効率、スピードを
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一番重視している」「本当に驚いたのは日本人の
『頑張り』。日本へ行く前は日本という国のことよ
く知らなくて、たぶんアメリカと似ているんじゃ
ないかと思っていた。みんな夜中まで頑張って働
いている。仕事の情熱、頑張りが違うと思った。」
（回答者C）
・「仕事のやり方とか考え方が日本人と中国人では
違う。日本人の方が仕事に対しても生活態度もま
じめだと感じた。例えば、仕様書について、修正
日を入れなければならないとか、誰が作ったのか
まで細かく記録するということに結構びっくりし
た。」「日本人のチームワークは、例えば、１つの
プロジェクトの中で自分の担当部分が終わればい
いというのではなく、周りの人の動きとかにも気
を配りつつ協調しながら進める、というもの。中
国人にはそういう意識があまりない。」（回答者E）
・「最初の何ヶ月かはずっと叱られっぱなしだった。
何を叱られているのか、なぜ叱られているのか、
いろいろ日本の仕事のやり方もわからなくてよく
叱られていた。でもそれは叱られたというよりは
「仕事をちゃんとしてください」という意味だと
受け取れるようになった。」（回答者F）
これらの発言を見ると、日本での在職培訓で５年以
上働いた経験により彼らが学んだものとして、日本人
の品質標準化要求、進捗管理の方法、協調的な進め方、
長時間勤務、業務内容の指示が明示的でないことが指
摘されていることがわかる。彼らはこれを中国人と日
本人との比較で捉えているが、荒木（1989）を見ると、
その他の国の外国人社員たちでも同様なことに驚いた
り戸惑いを覚えたりすることがわかる。少し長いが下
記に引用する。
《日本人社員を見て驚くのは、それぞれがおたが
いにどんな仕事をしているのかを十分知っている
ことだ。みんなが黙々と働いていながら、実は非
常に効率の良いインフォメーション・ネットワー
クができあがっているように見える（香港の研修
生）》
《私の国では、同僚は自分の仕事のことしか考え
ないので同僚からサポートしてもらうのは難しい
のだが、日本人は違う。（ジュネーブの研修
生）》
《ほとんどの西洋の会社では社員のあり方につい
て書いてある手引書があるものだが、この会社に
は見当たらない。我々は気づかずに間違ってしま
う。言ってくれればわかるのだから、ちゃんと言
ってもらいたい（ニューヨークの研修生）》
これらの意見はSCSの帰国社員の発言と同様の内容で
ある。このようなことは中国人のみならず、外国人に
とっては「異文化」だと感じる部分であるようだ。
ここで指摘されているのは、お辞儀の仕方や上座・
下座というような、表面的な日本文化ではなく、日本
人ビジネス社会における日本人の行動様式そのもので
ある。日本人側は日頃はあまり意識していないが、外
国人にとっては驚きや戸惑い、時には関心の対象とな
ることが、上記の回答からわかる。そしてそれらが外
国人には異文化であると日本人には気づきにくいもの
なのである。
5-3 後輩たちへのアドバイス
最後に自分たちの経験から、これから日本へ向かう
後輩たちに対し、どんなアドバイスをしたいかについ
て答えてもらったのが下記のコメントである。
・「宴会に呼ばれれば積極的に参加する。そこで
徐々に日本の習慣が身にしみてわかるようにな
る。あと、積極的にホウレンソウ注13）することで
すね。」（回答者A）
・「日本に行ったらよく周りの人とコミュニケーシ
ョンすることが一番重要。中国と違う考え方もわ
かるし、いろいろ勉強できるし、友達にもなれる
し、何かあった時助けてくれるし」（回答者B）
・「日本語が上手でなくてもできるだけ日本の方と
コミュニケーションした方がいい。お互いに仲良
しになれば仕事もうまく行く」（回答者C）
・「日本語の勉強をきちんとやること」（回答者D）
・「日本に行ったら日本の社会の風習に従って仕事
のやり方などを身につけた方がいい。中国人の場
合は自由というか自分が中心。団結力があまりな
いのでチームワークは日本人から学んだ方がいい
と思う。」（回答者E）
・「日本に行ったら学生ではなく社会人なのだから、
上の人間、下の人間、ヘルプの人間と付き合うの
がまず重要。付き合いながらいろいろなものを覚
えていく。」（回答者F）
いずれも日本人との付き合いやコミュニケーション
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の大切さについての意見である。求められているのは
異文化間における対人コミュニケーション能力の獲得
であり、それは日本人とコミュニケーションできるだ
けの日本語力を身につけることと、そして自ら積極的
にコミュニケーションしようという意思という２つの
面が強調されていることがわかる。
6.  まとめと考察
以上、SCSという日中合弁企業における中国人SEの
ための日本語研修及び在職培訓に関する調査に対し検
討を加えてきた。まず、日本語研修については、現行
のコースを「ビジネス日本語」の教育と比較してみる
ことで、いくつかの不足点が見出せた。目標言語の点
からは、どんなビジネス分野にも共通しているビジネ
ス社会でのコミュニケーションを学ぶ部分、及びソフ
トウエア開発分野で働く人のための日本語を学ぶ部分
が含まれていないことが明らかになった。使用テキス
トの点からは、場面シラバスや機能シラバスが用いら
れた指導がなされていないこと、ロールプレイや、日
本企業やビジネス事情についての読み物が与えられて
いないことがわかった。また、授業中の学習者の発話
量が非常に少ないこと、教員の提供する話題にビジネ
ス事情に関連するものがほとんどないことも実際の授
業から観察された。
帰国社員の回答からは、赴日当初、聴く力と話す力、
及びコンピュータ用語について勉強不足を感じていた
ことがわかった。また、日本語によるコミュニケーシ
ョンに支障をきたした場合の対処のためのストラテジ
ーが備わっていなかったことが窺われた。在職培訓に
よって学んだ日本人の仕事の進め方・考え方の特徴と
しては、品質標準化要求、進捗管理の方法、協調的な
進め方、長時間勤務、業務内容の指示の非明示性が指
摘された。また、彼らがこれから赴日する後輩たちに
日本人とのコミュニケーションの大切さを強調したい
と考えていることもわかった。
これらの事例から日本という異文化の下で働くこと
のできる人材に求められる語学力というのは、日本語
能力試験２級程度の語彙や文法だけでは不十分であ
り、話す・聞くという音声言語のスキルアップが特に
重要であることがわかる。また、当該業務に特有の日
本語も並行して教えられるべきものである。赴日当初
についての帰国社員の発言はこれらを物語っており、
日本語研修に対する詳細な検討からもこのことは予見
された。加えて、外国人社員自らが積極的に周囲の日
本人社員とコミュニケーションしようとすること、及
び、コミュニケーションに困難を感じた時の問題解決
のストラテジー能力を養成することも重要であると言
える。これらはつまり「外国語・異文化の習得を語学
としてでなくコミュニケーション技能やソーシャルス
キル（社会的技能）として教える」（星野1989）こと
が異文化間における人材育成の第一歩であることを示
している。また、彼らが企業体験を通じて学んだもの
は、日本人の品質に対する標準化要求、細かな報告・
確認・会議を伴う進捗管理の方法、一つのチーム内で
の協調的な仕事の進め方とそれに伴う長時間勤務、上
司からの業務内容についての指示が外国人にとっては
明示されているようには感じられないことであった。
これらは日本人にとってはどんな企業でも特に意識せ
ずに行なっているものである。外国人が日本人ととも
に働く場面でこれらを理解・納得できずに齟齬を来し
てしまうことは十分起こり得る。しかし、これらに適
応し、本国に戻ってからも日本企業を相手にする場合
には、これらの点を意識化して仕事を進められる者こ
そが異文化環境において求められる人材と言えよう。
7.  おわりに
SCSの人材育成方法は一企業が社員に対して行なっ
ている教育としては他に例を見ないものである。一般
に、外資系企業の中でアメリカやフランスの企業は社
員教育にお金をかけているが、日本企業は言語教育に
熱心ではなく、言語に投資していないと言われている
ようだ。海外における日本企業の実態を調べたところ
「コミュニケーションがうまく機能していることが最
も大切だという認識が低い」と小林（1993）は述べて
いる。これは日本人が高文脈文化の中で育ってきたた
め、異文化において言葉を駆使してコミュニケーショ
ンすることがどんなに重要であるかを未だ認識してい
ないことの現われであろう。また、企業側にとっては
従業員の離職率が非常に高い中国において、教育・研
修を与えた者ほど引き抜かれるというジレンマがある
ことも事実である。このような日系企業の実情から考
えれば、SCSがどんなに特殊な人材育成方針を採って
いるのかがわかる。最初の１年間をすべて日本語教育
に当て、それを自社内で行なっていること、さらに在
102 異文化環境に適応する人材に求められるもの／茂住和世
職培訓中は他社で働かせ、本当に自社のために働いて
もらうのは帰国してからというこのシステムは他企業
にはなかなか真似のできないことである。
コストも時間もSCSほどにはかけられないが、日本
の企業社会の中で摩擦を起こさず仕事ができる外国人
社員を欲している企業は多い。言語も行動様式も短時
間では身に付けることはできないが、一定期間の研修
で異文化環境に適応できる人材の育成プログラムを考
える上で、本稿で明らかにした、必要とされる語学力
と外国人から異文化だと感じられてしまう日本人社会
のビジネス文化のようなものをどのような形で研修生
に理解させ、それらを伴った行動ができるようになる
のかを考えることは、その研修の成否に大きく関わる。
研修を受けて日本へ行き、日本人の中で共に働く外国
人社員がストレスを溜めずに支障なく仕事ができるよ
うな人材育成プログラムはどうあるべきか、今後さら
に研究を進めたいと考えている。
また、今回のケースの逆、つまり日本人が中国にお
いて中国人に混じって働くというケースについて、そ
の現状はどうなっているのであろうか。「はじめに」
のところでも触れたように、中国社会・中国人に関す
る情報として、専門的な事例研究・調査から個人の体
験談に至るまで現在様々な本が出版されている。しか
し、このような情報が日本に溢れる中、日本企業側は
中国へ派遣する日本人社員に対し、これらの情報の蓄
積を活かしたような研修を果たして行なっているのだ
ろうか。SCSのように日本企業をビジネスパートナー
と考える中国企業は今後さらに日本語でコミュニケー
ションができ、日本的な企業文化に適応できる人材を
育成し、それらを日本へと送り込んでくるであろう。
しかし、その一方で日本から中国へ派遣される日本人、
そして彼らを送り出す側の日本企業は、人材育成にそ
こまでの金と手間をかけているだろうか。また、海外
での任務を終えて戻ってきた者たちを、SCSのように
貴重な人材として活かすような社内の体制が整えられ
ているのだろうか。このようなことについての詳細な
研究はまだなく、対中国ビジネスを展開しようという
日本企業の社員研修に対する調査研究は今後の課題と
して残っている。
異文化環境の下で働くことはどんな人間にとっても
容易なことではない。であるからこそ、異文化に適応
できる人材を育てること、また充分に適応できるよう
になった人材を活かしていくことは、派遣される本人
及び派遣元の企業双方にとって大変重要な課題であ
る。今後の日中間の経済発展のためにこのような人材
育成に対する努力が、中国側のみならず、日本側にも
ますます求められることは疑う余地がないが、改めて
日本側にその自覚が問われているように思うのであ
る。
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【注】
注１）『留学交流』14（12）による
注２）北京大学、上海交通大学、清華大学、ハルビン工業
大学、復旦大学、南京大学、淅江大学、中国科学技術
大学、西安交通大学の９大学
注３）発展途上国において外貨獲得型産業育成と雇用機会
の創出を通して国際貢献と経済協力を推進することを
目的に、日本政府の支援を得て経団連により設立され
た半官半民の投資推進目的の株式会社。
注４）復旦大学の学内事業体として1984年発足。産学協同
で製品開発を進める。1993年に社名を「復華実業有限
公司」に変更、株式会社に改組の上、上海証券取引所
に上場を果たした。
注５）やや高度の文法・漢字（1000字程度）・語彙（6000
語程度）を習得し、一般的な事柄について、会話がで
き、読み書きができる能力（日本語を600時間程度学
習し、中級日本語コースを修了したレベル）
注６）海外から産業技術研修者を受入れ、日本で技術研修
を行なうという制度。在留資格は＜研修＞で期限は３
年。延長は不可。給与の支払いは送り先、受入先など
様々なケースがあるが、あくまで研修生の扱いである
ため、日本人並みの給与は得られない。
注７）中国の大学は全国統一試験の成績によってのみ合否
が決まるため、一つの大学には学力的にほぼ同程度の
学生が集められることになる。
注８）日本へ向かう直前の２週間にわたって行なわれる研
修。日本人新卒者が日本の企業に入社した時に受ける
研修とほぼ同じもので、お辞儀の仕方、電話のとり方、
名刺の受け渡しなどについて、日本から専門の講師が
呼ばれてレクチャーするもの
注９）米田隆介、藤井和子、重野美枝、池田弘子著 スリ
ーエーネットワーク発行
注10）日本貿易振興会編　ジャパンタイムズ発行
東京情報大学研究論集 Vol.7 No.2, pp.93-104（2004） 103
注11）日米会話学院編　凡人社
注12）同上
注13）「上司に対して報告・連絡・相談を欠かさない」とい
う心構えを標語にしたもの
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